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第１回 （2008年 10月 14日） 講師：栗林世 （連合総研顧問） 

第２回 （2008年 11 月７日）  講師：熊野英生 (㈱第一生命経済研究所主席エコノミスト） 

第３回  (2008年 12月 18日)  講師：小方尚子 (㈱日本総合研究所主任エコノミト） 

 

2000年以降、日本経済はデフレ状態であったが、原油の価格上昇が急速に進むなどの国

際市況の高騰により、2008年頃からは物価が上昇傾向にあった。今回の物価上昇は、エネ

ルギー関連、食料品等の生活必需品中心の価格上昇であり、また、賃金停滞下での物価上

昇であったことから、勤労者、特に低所得者の生活にとって負担の大きいものとなった。 

連合総研では、連合からの要請をも踏まえて、2008年 10月に「緊急物価問題プロジェク

ト」を発足させ、物価問題への政策対応を検討するにあたっての基礎的論点を明らかにす

るための連続レクチャーを実施した。物価指数のとらえ方、今回の物価上昇の特徴と政策

課題、物価上昇の生活面への影響、物価問題に関する政策対応等をテーマとして、有識者

からご講演をいただくとともに、政策対応についての討議を行った。 

2008年 9月の米国発の金融危機を契機として、世界経済・日本経済は急速に悪化し、原

油価格・国際市況も大幅な下落傾向に転じたため、プロジェクトを進める中で、物価には

下落傾向が現れ始め、さらには将来のデフレ再燃が懸念されるような状況となった。した

がって、本プロジェクトにおいては、経済情勢・物価情勢の先行きも視野に入れつつ、必

要な政策対応等について幅広い観点から分析・検討を行った。  
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